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議案第　３１　号

（総則）

（業務の予定量）

（１）当該年度末給水戸数 ４，３４８ 戸

（２）年間総給水量 １，０１６，８１５ ㎥

（３）一日平均給水量 ２，７８６ ㎥

（４）主要な建設改良事業の概要

（ア）日進川添・三瀬谷連絡管路整備事業 ５１，３４０ 千円

（イ）県道高奈上三瀬線配水管布設事業 ６，１００ 千円

（ウ）長ケ地内配水管配水管布設替事業 ２２，０００ 千円

（エ）国道４２号（栃原地内）配水管布設替事業 ５，５００ 千円

（収益的収入及び支出）

収入

第１款 水道事業収益 ４３１，９８７ 千円

　第１項 　営業収益 ２０９，０８５ 千円

　第２項 　営業外収益 ２２２，９０２ 千円

支出

第１款 水道事業費用 ４７７，１６０ 千円

　第１項 　営業費用 ４３７，９８２ 千円

　第２項 　営業外費用 ３８，０２８ 千円

　第３項 　特別損失 １５０ 千円

　第４項 　予備費 １，０００ 千円

（資本的収入及び支出）

収入

第１款 資本的収入 ２９８，１５６ 千円

　第２項 　企業債 ６６，７００ 千円

　第３項 　出資金 ２１４，７５７ 千円

　第４項 　他会計負担金 ４，５００ 千円

　第６項 　補助金 １２，１９９ 千円

令和４年度　大台町水道事業会計予算

－ 1 －

第１条　令和４年度大台町水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支出額

　    に対し不足する額１４４，６７８千円は当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額

　    ７，８１３千円及び当年度分損益勘定留保資金等１３６，８６５千円で補てんするものと

　    する。）



４４２，８３４ 千円

８５，００７ 千円

３５４，３２７ 千円

２，５００ 千円

１，０００ 千円

（企業債）

（一時借入金）

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

（１）職員給与費 ３２，０２６ 千円

（他会計からの補助金）

（たな卸資産購入限度額）

令和４年３月８日　提出

　第４項

資本的支出

　建設改良費

　企業債償還金

　基金積立金

　予備費

支出

第１款

　第１項

　第２項

　第３項

第５条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

第６条　一時借入金の限度額は、７００，０００千円と定める。

第７条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

起債の目的

 水道事業

 過疎対策事業

計

（１）各項に計上した経費に係る予定額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれら

 　　の経費の各項間の流用。

限度額

５５，２００千円

１１，５００千円

６６，７００千円

起債の方法

証書借入

利　　率 償還の方法

５.０％以内
（ただし、利率見直し方式
で借り入れる資金につい
て、利率の見直しを行なっ
た後においては、当該見直
し後の利率）

　融通先の条件による。
　ただし、企業財政の都合
により償還期間を短縮し、
もしくは繰上償還又は低利
借換をすることができる。

－ 2 －

第８条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、また

　はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。　

第９条　水道事業推進のため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、１２４，２００千

　円である。

第１０条　たな卸資産の購入限度額は、１，９００千円と定める。

大台町長　大　森　正　信



（ 余 白 ペ ー ジ ）



予算に関する説明書



（単位：千円）

１

２

３

１

２

４

（単位：千円）

３

４

６

２

３

１

１

３８，０２８

２，１００

１

－ 3 －

過年度の損益修正損

７９，０４１

１５０

１５０

１ 原水及び浄水費

２ 配水及び給水費

総係費

減価償却費

５ 資産減耗費

その他営業費用

予備費

４７７，１６０

４３７，９８２

４７，９０８

２８６，４３６

支払消費税

雑支出

企業債の利息

有形固定資産の除却
費及びたな卸資産の
減耗費

上記以外の営業費用

経営上の管理費

固定資産の減価償却費

原水の取水及び浄水
に要する費用

配水及び給水に要す
る費用

２４，４９５

３５，９２７

１０１

１

１，０００

１，０００

収　入

支　出

款 項 目 予定額 備考

１ 不用品売却等の収入

項款 目

２２２，９０２

２

１２４，２００

９８，６９９

預金利子の収入

一般会計補助金

諸手数料等の収入

補助金等により取得
した資産の減価償却
費相当分の戻入

令和４年度　大台町水道事業会計予算実施計画書

収　益　的　収　入　及　び　支　出

予定額

４３１，９８７

２０９，０８５

２０７，０００

１０

備考

水道料金収入

受託工事収入

１ 水道事業収益

給水収益

受託工事収益

その他営業収益

受取利息及び配当金

他会計補助金

長期前受金戻入３

雑収益

２，０７５

予備費

１ 水道事業費用

１ 営業収益

２ 営業外収益

１ 営業費用

２ 営業外費用

３ 特別損失

４ 予備費

１
支払利息及び企業債
取扱諸費

消費税

雑支出

過年度損益修正損



（単位：千円）

１

１

１

１

（単位：千円）

１

２

１

１

１

６ １２，１９９

１ 資本的収入

４ 他会計負担
金

他会計負担金

国庫補助金

補助金

企業債

出資金

３ 出資金

４，５００

４，５００ 一般会計負担金

２１４，７５７

２１４，７５７

基金積立金

予備費

１ 建設改良費

２ 企業債償還
金

３ 基金積立金

－ 4 －

予備費

２，５００ 建設改良費等の積立金

２，５００

１，０００

１，０００

１ 資本的支出

４ 予備費

水道施設整備事業

資　本　的　収　入　及　び　支　出

収　入

款 項 目 予定額 備考

２ 企業債 ６６，７００

２９８，１５６

６６，７００

８４，９４０

６７

３５４，３２７

備考

１２，１９９ 国庫補助金

一般会計出資金

企業債

支　出

款 項

固定資産購入費

３５４，３２７

目 予定額

建設改良工事費

量水器の購入費

企業債の償還元金

４４２，８３４

８５，００７

企業債償還金



（単位：円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益

減価償却費

固定資産除却費

貸倒引当金の増減額（△は減少）

賞与引当金の増減額（△は減少）

法定福利費引当金の増減額（△は減少）

長期前受金戻入額

受取利息及び配当金

支払利息及び企業債取扱諸費

未収金の増減額（△は増加）

未払金の増減額（△は減少）

たな卸資産の増減額（△は増加）

その他流動負債の増減額（△は減少）

小計

受取利息及び配当金

支払利息及び企業債取扱諸費

業務活動によるキャッシュ・フロー

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出

補助金、負担金等による収入

一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入

基金の利息による収入

基金の取崩による収入

基金への積立による支出

投資活動によるキャッシュ・フロー

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

一時借入れによる収入

一時借入金の返済による支出

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出

他会計からの出資による収入

財務活動によるキャッシュ・フロー

　　資金に係る換算差額

　　資金増減額

　　資金期首残高

　　資金期末残高

30,000

令和４年度　大台町水道事業予定キャッシュ・フロー計算書
（令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで）

△ 51,631,300

286,436,000

100,000

934,000

190,000

△ 85,649,000

△ 98,699,000

△ 2,000

35,927,000

851,000

△ 1,497,829

32,800

0

172,670,671

1,000

△ 35,927,000

136,744,671

66,700,000

12,199,000

4,500,000

1,000

0

△ 2,500,000

△ 71,449,000

200,000,000

△ 200,000,000

△ 7,573,055

47,865,688

40,292,633

－ 5 －

△ 354,325,726

214,757,000

△ 72,868,726

0



（ 余 白 ペ ー ジ ）



１　総括 （単位：千円）

特別職 一般職 報酬 給料 手当等 計

本年度 6 1,692 16,769 8,075 26,536 5,490 32,026

前年度 5 1,630 14,116 7,588 23,334 5,062 28,396

比較 1 62 2,653 487 3,202 428 3,630

区分
期末勤勉

手当 扶養手当 通勤手当 住居手当
管理職
手当

時間外
勤務手当 児童手当

本年度 4,258 378 408 210 0 700 140

前年度 3,987 318 254 210 0 700 240

比較 271 60 154 0 0 0 △ 100

区分
退職
給付金

賞与
引当金 計

本年度 0 1,981 8,075

前年度 0 1,879 7,588

比較 0 102 487

ア　会計年度任用職員以外の職員 （単位：千円）

報酬 給料 手当等 計

本年度 5 0 16,769 7,778 24,547 5,170 29,717

前年度 4 0 14,116 7,359 21,475 4,751 26,226

比　較 1 0 2,653 419 3,072 419 3,491

区分
期末勤勉

手当 扶養手当 通勤手当 住居手当
管理職
手当

時間外
勤務手当 児童手当

本年度 3,961 378 408 210 0 700 140

前年度 3,758 318 254 210 0 700 240

比較 203 60 154 0 0 0 △ 100

区分
退職
給付金

賞与
引当金 計

本年度 0 1,981 7,778

前年度 0 1,879 7,359

比較 0 102 419

職員手
当の内
訳訳

－ 6 －

区分
職員数（人）

職員手
当の内
訳訳

区分
職員数
（人）

給与費 法定福利
費

合計 備考

給与費明細書

給与費 法定福利
費

合計



イ　会計年度任用職員 （単位：千円）

報酬 給料 手当等 計

本年度 1 1,692 0 297 1,989 320 2,309

前年度 1 1,630 0 229 1,859 311 2,170

比　較 0 62 0 68 130 9 139

区分
期末勤勉

手当 扶養手当 通勤手当 住居手当
管理職
手当

時間外
勤務手当 児童手当

本年度 297 0 0 0 0 0 0

前年度 229 0 0 0 0 0 0

比較 68 0 0 0 0 0 0

区分
退職
給付金

賞与
引当金 計

本年度 0 0 297

前年度 0 0 229

比較 0 0 68

（単位：千円）

－ 7 －

職員手
当の内

訳

区分
職員数
（人）

給与費 法定福利
費

合計 備考



２　給料及び手当の増減額の明細 （単位：千円）

区分 増減額 説明

％

給与改定実施時期 日 月

(昇給期) (職員数)

4月 人

7月 人

10月 人

1月 5人

(その他) (計)

本年度 5人 0人 5人

前年度 5人 0人 5人

増　減 0人 0人 0人

手当

60 千円

0 千円

154 千円

271 千円

0 千円

△ 100 千円

0 千円

102 千円

給料 2,653

３ その他の増
減分

2,506

増減事由内訳

給料表の改定率　　　　　　％

２ 普通昇給に
伴う増減分

１ 給与改定に
伴う増減分

給与改定の状況

147 普通昇給に
よる増

昇給期別職員表

備考

487

育児休業復
帰に伴う増

扶養手当

住居手当

職員数の異動状況

(現に在職する職員数)

その他の増
減分

２

487

育児休業復
帰等に伴う
増

－ 8 －

通勤手当

期末勤勉手当

時間外手当

児童手当

管理職手当

賞与引当金

１ 制度改正に
伴う増減分



３　給料及び手当の状況

（１）職員１人当たり給与

（２）初任給

平均給料月額（円）

平均給与月額（円）

区分

33歳6ヶ月

現業職

316,750

336,200

57歳

315,900

335,350

56歳

253,200

267,900

平 均 年 齢 （歳）

行政職

34歳6ヶ月

平均給料月額（円）

平均給与月額（円）

平 均 年 齢 （歳）

高校卒

大学卒

150,600

182,200

区分 行政職（円） 現業職（円）

－ 9 －

令和4年4月1日現在

令和3年4月1日現在

136,100

―

行政職（円） 現業職（円）

270,700

283,800

136,100

―

一般会計の制度

150,600

182,200



（３）級別職員数

（級別の標準的な職務内容）

2 (0)

※（ ）内の数値は職員数のうち、年度をとおして育児休業を取得する者の数

2 (0)

令
和
3
年
4
月
1
日
現
在

構成比（％） 級 職員数（人）

2級 2級

1級 66.7

2 (0)

2

1

3 (0)

(0)

(0)

100.0

6級 6級

4級 33.3 4級 100.0

3級

構成比（％）

計

級 職員数（人）

－ 10 －

1級

行政職 参事 課長 主幹 主査 主事 主事

区分 6級 5級 4級 3級 2級

1級

5級 5級

計 100.0 計

100.0 計

3級

2 (1)

1 (0)

3 (1)

5級

4級 33.3 4級 100.0

100.0

6級 6級

2 (0)

区分 行政職 現業職

令
和
4
年
4
月
1
日
現
在

級 職員数（人） 構成比（％） 級 職員数（人） 構成比（％）

1級 66.7 1級

3級 3級

2級 2級

5級



（４）昇給

(人)

(人)

(人)

(人)

(人)

(人)

(％)

(人)

(人)

(人)

(人)

(人)

(人)

(％)

（５）特殊勤務手当

（６）期末手当・勤勉手当（令和４年４月１日現在）

5

0

2

0

3

100.00

5

100.00

3

－ 11 －

2.150

2.225

2.150

2.150

2.225

2.150

本　　年　　度

前　　年　　度

一般会計の制度

4.300

4.450

4.300

有

有

有

比率(Ｂ)／(Ａ) 100.00

該当事項なし

12月（月分）6月（月分）

支給期別支給率
区分

支給率計
（月分）

80.00

4号給

号級数別内訳

1号給

2号給

3号給

66.67

職制上の段階、職務
の

級等による加算措置
備考

昇給に係る職員数(Ｂ) 22

0

1

0

1

0

0

0

2

4

0

1

0

4

2号給

3号給

区分

本
年
度

職員数(Ａ)

昇給に係る職員数(Ｂ)

号級数別内訳

4号給

現業職

2

2

0

2

0

0

100.00

1号給

行政職

3

3

0

合計

5

2

0

0

3

前
年
度

比率(Ｂ)／(Ａ)

職員数(Ａ)



（７）定年退職及び勧奨退職に係る退職手当（令和４年４月１日現在）

（８）その他の手当

－ 12 －

25年勤続の
者

（月分）
区　　分

20年勤続の
者

（月分）

35年勤続の
者

（月分）

47.7090033.27075

33.27075
一般会計の制

度
(支給率等)

支給率等 24.586875

24.586875

児　童　手　当 同　　じ

差　異　の　内　容一般会計の制度との異同区　　分

扶　養　手　当 同　　じ

47.70900 47.70900
定年前早期退職特殊措

置
（２％～４５％加算）

最高限度
（月分）

47.70900

その他の加算措置等

定年前早期退職特殊措
置

（２％～４５％加算）

備考

住　居　手　当 同　　じ

通　勤　手　当 同　　じ



１

(1)

イ

ロ

ハ

ニ

ホ

ヘ

ト

(2)

イ

２

(1)

(2)

(3)

固 定 資 産 合 計

土 地

建 物

0

有 形 固 定 資 産

固 定 資 産

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 輛 及 び
運 搬 具

工 具 、 器 具
及 び 備 品

建 設 仮 勘 定

投資その他の資産

投 資 そ の 他 の
資 産 合 計

基 金

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産 合 計

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

貯 蔵 品

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

（単位：円）

341,195,451

66,832,453

△ 37,473,052 303,722,399

7,540,801,020

0

6,075,957,622

1,124,267,520

△ 1,464,843,398

0

5,571,612

△ 492,880,114 631,387,406

7,078,177,388

△ 5,294,104 277,508

0

7,158,334,438

7,086,325,388

40,292,633

△ 4,524,643 31,570,357

72,009,050

流 動 資 産

－ 13 －

令和４年度　大台町町水道事業予定貸借対照表

令和５年３月３１日

資　産　の　部

36,095,000

146,060

8,148,000

8,148,000



３

(1)

イ

ロ

４

(1)

(2)

イ

ロ

(3)

イ

ロ

(4)

(5)

５

(1)

(2)

繰 延 収 益 合 計 2,413,833,888

負 債 合 計 5,705,832,979

長 期 前 受 金 3,074,476,117

収 益 化 累 計 額 △ 660,642,229

360,781,628

繰 延 収 益

流 動 負 債 合 計

未 払 金 4,903,721

その他流動 負債 500,000

415,000

引 当 金 合 計 2,396,000

引 当 金

賞 与 引 当 金 1,981,000

その他の企 業債 432,912

企 業 債 合 計 352,981,907

企 業 債

建設改良費等の財源
に充てるための企業

債

352,548,995

一 時 借 入 金 0

企 業 債 合 計

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

負　債　の　部

－ 14 －

固 定 負 債

企 業 債

建設改良費等の財源
に充てるための企業

債

法定福利費引当金

2,931,217,463

2,931,217,463

その他の企 業債 3,167,088

2,928,050,375



６

７

(1)

イ

ロ

ハ

(2)

イ

△ 576,576,597

△ 595,365,686

資 本 剰 余 金 合 計

当 年 度 未 処 理
欠 損 金

利 益 剰 余 金 合 計

595,365,686

剰 余 金 合 計

2,685,888

利 益 剰 余 金

－ 15 －

7,158,334,438負 債 資 本 合 計

1,452,501,459資 本 合 計

国 庫 補 助 金 15,917,518

18,789,089

工 事 負 担 金 185,683

一般会計繰 入金

資　本　の　部

資 本 金 2,029,078,056

剰 余 金

資 本 剰 余 金



注記

　　　Ⅰ　重要な会計方針

１　たな卸資産の評価基準及び評価方法

２　固定資産の減価償却方法

（１）有形固定資産（リース資産を除く）

　・　主な耐用年数

建物 ３０年～６０年

構築物 　８年～６０年

機械及び装置 　４年～２０年

車輛及び運搬具 　４年～　６年

工具器具及び備品 　５年～１６年

３　引当金の計上方法

（１）　退職給付引当金

（２）賞与引当金

（３）　法定福利費引当金

（４）貸倒引当金

４　消費税及び地方消費税の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

　・　貯蔵品　先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づ

      く簿価切下げの方法により算定。）

　・　減価償却の方法　定額法による。（ただし、量水器については取替法によ

      る。）

　本町は、三重県市町総合事務組合に加入しており、水道事業会計は、当該組合

に一般負担金を拠出しているが、一般会計との間での「水道事業職員の退職手当

給付金に係る覚書」に基づき、追加的な費用負担である当該組合への調整負担金

は、全額一般会計において措置することとなっているため、水道事業会計におい

ては退職給付引当金を計上せず、一般負担金拠出時に費用処理を行っている。

　職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込

　職員の期末手当及び勤勉手当にかかる法定福利費の支出に備えるため、当年度

末における支出見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

　債権の不納欠損による損失に備えるため、一般債権・貸倒懸念債権・破産更正

債権等それぞれの貸倒実績率により、回収不能見込額を計上している。

－ 16 －



　　　Ⅱ　予定キャッシュ･フロー計算書等関連

１　重要な非資金取引

　該当事項なし

　　　Ⅲ　予定貸借対照表等関連

１　担保に供している資産及びこれに対応する債務

　該当事項なし

２　企業債の償還に係る他会計の負担

３　重要な係争事件に係る損害賠償義務等に関する事項

　該当事項なし

４　引当金の取崩し

（１）賞与引当金の取崩し

（２）法定福利費引当金の取崩し

（３）貸倒引当金の取崩し

　該当事項なし

　　　Ⅳ　減損損失

１　グルーピングの方法

２　減損の兆候について

　　　当年度において、以下の資産グループについて減損の兆候を認識した。

用途

水道事業

　水道事業会計において使用している固定資産については、すべての資産が一

体となってキャッシュ・フローを生成していることから、水道事業を１つの資

産グループとしている。

資産の種類 所在地

－ 17 －

　貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以

内に償還期限が到来するものも含む）のうち、他会計が負担すると見込まれる額

は１，６６４，４６３千円である。

　令和４年度において、期末手当及び勤勉手当として６，０４７千円を支給する

ため、賞与引当金１，７９１千円を取り崩す。

　令和４年度において、期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費として

１，２５９千円を支給するため、法定福利費引当金３８５千円を取り崩す。

土地、建物、構築物、機械及び装置 大台町弥起井２７９番地１ 他

　水道事業の業務活動から生じる損益が継続してマイナスとなる状況であるた

め、減損の兆候が生じているが、割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿

価格を上回るため、減損損失を認識していない。



　　　Ⅴ　リース契約により使用する固定資産

１　リース会計に係る特例措置

　　　Ⅵ　重要な後発事象

　該当事項なし

　　　Ⅶ　その他の注記

　該当事項なし

方法に準じた会計処理によっている。

－ 18 －

　所有権移転外ファイナンス･リース取引については、通常の賃貸借取引に係る



（ 余 白 ペ ー ジ ）



１

(1)

(2)

(3)

２

(1)

(2)

(3)

(4)

(5)

(6)

３

(1)

(2)

(3)

(4)

(5)

４

(1)

(2)

５

(1)

(2)

６

(1)

(2)

3,901,000

900 453,507,300

190,094,800

9,000

45,980,600

304,108,000

23,064,100

900 39,017,900

39,017,000

131,800 245,857,800

－ 19 －

受 託 工 事 収 益

そ の 他 営 業 収 益

188,181,800

営 業 費 用

原 水 及 び 浄 水 費

配 水 及 び 給 水 費

206,839,900

76,452,700

104,869,000

給 水 収 益

総 係 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

令和３年度　大台町水道事業予定損益計算書（前年度分）

（令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで）

営 業 収 益

263,412,500

（単位：円）

140,855,000

0

2,000

1,904,000

そ の 他 営 業 費 用

営 業 損 失

営 業 外 収 益

受 取 利 息

特 別 利 益

他 会 計 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

他 会 計 負 担 金

雑 収 益

営 業 外 費 用

支 払 利 息

雑 支 出

経 常 損 失 56,572,600

そ の 他 特 別 損 失 0 6,000 △ 6,000

過 年 度 損 益 修 正 益 0

そ の 他 特 別 利 益 0 0

特 別 損 失

過 年 度 損 益 修 正 損 6,000



－ 20 －

当 年 度 純 損 失 56,578,600

前 年 度 繰 越 欠 損 金 △ 487,155,786

0そ の 他 未 処 理 分 利 益 剰 余 金 変 動 額

当 年 度 未 処 理 欠 損 金 △ 543,734,386
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(1)
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ロ

ハ
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(1)

(2)

(3)

令和３年度　大台町町水道事業予定貸借対照表

令和４年３月３１日

資　産　の　部

（単位：円）

建 物 341,195,451

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地 66,832,453

減 価 償 却 累 計 額 △ 31,227,052 309,968,399

構 築 物 7,462,674,020

減 価 償 却 累 計 額 △ 1,248,976,398 6,213,697,622

機 械 及 び 装 置 1,124,300,520

減 価 償 却 累 計 額 △ 428,563,114 695,737,406

車 輛 及 び
運 搬 具

0

減 価 償 却 累 計 額 0 0

工 具 、 器 具
及 び 備 品

5,571,612

減 価 償 却 累 計 額 △ 5,288,104 283,508

建 設 仮 勘 定 0

有 形 固 定 資 産 合 計 7,286,519,388

投資その他の資産

基 金 5,648,000

投 資 そ の 他 の
資 産 合 計

5,648,000

固 定 資 産 合 計 7,292,167,388

流 動 資 産

現 金 預 金 47,865,688

未 収 金 36,946,000

貸 倒 引 当 金 △ 3,590,643 33,355,357

貯 蔵 品 178,860

－ 21 －

流 動 資 産 合 計 81,399,905

資 産 合 計 7,373,567,293



３

(1)
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(1)

(2)
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ロ

(3)

イ

ロ

(4)

(5)

５

(1)

(2)

負　債　の　部

固 定 負 債

企 業 債

建設改良費等の財源
に充てるための企業

債

3,213,899,370

その他の企 業債 3,600,000

企 業 債 合 計 3,217,499,370

固 定 負 債 合 計 3,217,499,370

流 動 負 債

一 時 借 入 金 0

企 業 債

建設改良費等の財源
に充てるための企業

債

354,325,726

その他の企 業債 0

企 業 債 合 計 354,325,726

引 当 金

賞 与 引 当 金 1,791,000

法定福利費引当金 385,000

引 当 金 合 計 2,176,000

未 払 金 13,856,550

その他流動 負債 500,000

流 動 負 債 合 計 370,858,276

繰 延 収 益

長 期 前 受 金 3,057,777,117

負 債 合 計 6,084,191,534

－ 22 －

収 益 化 累 計 額 △ 561,943,229

繰 延 収 益 合 計 2,495,833,888
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資　本　の　部

資 本 金 1,814,321,056

剰 余 金

資 本 剰 余 金

工 事 負 担 金 185,683

国 庫 補 助 金 15,917,518

資 本 剰 余 金 合 計 18,789,089

一般会計繰 入金 2,685,888

当 年 度 未 処 理
欠 損 金

543,734,386

利 益 剰 余 金

剰 余 金 合 計 △ 524,945,297

利 益 剰 余 金 合 計 △ 543,734,386

－ 23 －

資 本 合 計 1,289,375,759

負 債 資 本 合 計 7,373,567,293



注記

　　　Ⅰ　重要な会計方針

１　たな卸資産の評価基準及び評価方法

２　固定資産の減価償却方法

（１）有形固定資産（リース資産を除く）

　・　主な耐用年数

建物 ３０年～６０年

構築物 　８年～６０年

機械及び装置 　４年～２０年

車輛及び運搬具 　４年～　６年

工具器具及び備品 　５年～１６年

３　引当金の計上方法

（１）　退職給付引当金

（２）賞与引当金

（３）　法定福利費引当金

（４）貸倒引当金

４　消費税及び地方消費税の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

　債権の不納欠損による損失に備えるため、一般債権・貸倒懸念債権・破産更正

債権等それぞれの貸倒実績率により、回収不能見込額を計上している。

　職員の期末手当及び勤勉手当にかかる法定福利費の支出に備えるため、当年度

末における支出見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

－ 24 －

　・　貯蔵品　先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づ

      く簿価切下げの方法により算定。）

      る。）

　・　減価償却の方法　定額法による。（ただし、量水器については取替法によ

　職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込

額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

　本町は、三重県市町総合事務組合に加入しており、水道事業会計は、当該組合

に一般負担金を拠出しているが、一般会計との間での「水道事業職員の退職手当

給付金に係る覚書」に基づき、追加的な費用負担である当該組合への調整負担金

は、全額一般会計において措置することとなっているため、水道事業会計におい

ては退職給付引当金を計上せず、一般負担金拠出時に費用処理を行っている。



　　　Ⅱ　予定キャッシュ･フロー計算書等関連

１　重要な非資金取引

　該当事項なし

　　　Ⅲ　予定貸借対照表等関連

１　担保に供している資産及びこれに対応する債務

　該当事項なし

２　企業債の償還に係る他会計の負担

３　重要な係争事件に係る損害賠償義務等に関する事項

　該当事項なし

４　引当金の取崩し

（１）賞与引当金の取崩し

（２）法定福利費引当金の取崩し

（３）貸倒引当金の取崩し

　該当事項なし

　　　Ⅳ　減損損失

１　グルーピングの方法

２　減損の兆候について

　　　当年度において、以下の資産グループについて減損の兆候を認識した。

用途

水道事業

ため、賞与引当金１，８７９千円を取り崩す。

　貸借対照表に計上されている企業債（令和３年度末日の翌日から起算して１年

以内に償還期限が到来するものも含む）のうち、他会計が負担すると見込まれる

額は１，８７７，６８０千円である。

　令和３年度において、期末手当及び勤勉手当として５，８３２千円を支給する

－ 25 －

　令和３年度において、期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費として

１，１２８千円を支給するため、法定福利費引当金３６６千円を取り崩す。

　水道事業会計において使用している固定資産については、すべての資産が一

体となってキャッシュ・フローを生成していることから、水道事業を１つの資

産グループとしている。

資産の種類 所在地

土地、建物、構築物、機械及び装置 大台町弥起井２７９番地１ 他

　水道事業の業務活動から生じる損益が継続してマイナスとなる状況であるた

め、減損の兆候が生じているが、割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿

価格を上回るため、減損損失を認識していない。



　　　Ⅴ　リース契約により使用する固定資産

１　リース会計に係る特例措置

　　　Ⅵ　重要な後発事象

　該当事項なし

　　　Ⅶ　その他の注記

　該当事項なし

方法に準じた会計処理によっている。

－ 26 －

　所有権移転外ファイナンス･リース取引については、通常の賃貸借取引に係る



収　入

 1 水道事業収益 431,987 460,043 △ 28,056

 1 営業収益 209,085 211,875 △ 2,790

 1 給水収益 207,000 210,000 △ 3,000

2 受託工事収益 10 10 0

3 その他営業収益 2,075 1,865 210

2 営業外収益 222,902 248,168 △ 25,266

 1 受取利息及び配当 2 2 0

金

2 他会計補助金 124,200 143,296 △ 19,096

3 長期前受金戻入 98,699 104,869 △ 6,170

4 雑収益 1 1 0

支　出

 1 水道事業費用 477,160 510,010 △ 32,850

 1 営業費用 437,982 465,114 △ 27,132

 1 原水及び浄水費 79,041 89,241 △ 10,200

目

項 比 較前 年 度本 年 度

款

令 和 ４ 年 度　 大 台 町 水

収　　益　　的　　収　　

本 年 度 前 年 度 比 較

款

項

目

- 27 -



（単位 ： 千円）

節   

207,000 水道料金 207,000

10 給水工事収益 10

391 開栓手数料 180

給水装置工事事業者指定手数料等 211

1 雑収益 1

1,683 新規加入申込金 1,683

1 普通預金利息 1

1 水道事業基金利息 1

124,200 一般会計補助金（企業債元利償還金） 124,200

98,699 国庫補助金 71,615

県補助金 3,609

一般会計負担金 21,149

工事負担金 2,255

他会計負担金 71

1 その他雑収益 1

（単位 ： 千円）

節   

50 消耗品費 50

700 燃料費 700

14,300 光熱水費 14,300

入　　及　　び　　支　　出

水道料金

受託工事収益

金 額
説 明

説 明

雑収益

新規加入申込金

預金利息

基金利息

一般会計補助金

長期前受金戻入

光熱水費

備消品費

燃料費

金 額区 分

道 事 業 会 計 予 算 見 積 書

手数料

区 分
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支　出

( 1 水道事業費用) ( 1 営業費用)  (1 原水及び浄水費)

2 配水及び給水費 24,495 22,620 1,875

3 総係費 47,908 49,043 △ 1,135

款

本 年 度 前 年 度 比 較項

目
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（単位 ： 千円）

節   

2,520 通信運搬費 2,520

11,516 水質検査委託料 4,500

自家発保守点検業務委託料 1,016

機械電気設備保守点検業務委託料 2,100

水道施設保守点検管理業務委託料 3,900

13 職員予防接種・便検査手数料 13

202 水道施設敷地借上料 96

浄化槽使用料 106

8,500 修繕費 4,100

水道施設小規模修繕費 1,000

東部浄水場 一次ろ過機・空洗排水弁

修繕工事 3,400

4,100 薬品費 4,100

140 材料費 140

37,000 南勢水道用水供給事業水道使用料 37,000

80 消耗品費 80

140 燃料費 140

5,200 光熱水費 5,200

2,300 通信運搬費 2,300

1,500 漏水調査業務委託 1,500

143 水道施設敷地借上料 143

14,172 修繕費 1,030

水道施設小規模修繕費 5,650

東部最高区ポンプ場 給水ユニット修

繕工事 590

配水系水道施設修繕工事 710

量水器取替修繕費 4,500

取替量水器 1,692

960 材料費 960

1,692 一般事務員報償 1,692

16,769 職員給料 16,769

6,094 扶養手当 378

住居手当 210

通勤手当 408

期末勤勉手当 3,961

燃料費

光熱水費

通信運搬費

備消品費

材料費

報酬

給料

手当

区 分

通信運搬費

委託料

賃借料

金 額
説 明

手数料

薬品費

材料費

受水費

修繕費

委託料

賃借料

修繕費
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( 1 水道事業費用) ( 1 営業費用)  (3 総係費)

目

款

本 年 度 前 年 度 比 較項

- 31 -



節   

時間外勤務手当 700

児童手当 140

一般事務員期末勤勉手当 297

1,981 賞与引当金繰入額 1,981

3,019 退職手組合負担金 3,019

5,075 職員共済組合負担金 4,355

職員共済組合負担金追加費用 294

互助会負担金 68

職員公務災害補償基金 36

旧恩給組合給付費用 2

社会保険料負担金（一般事務員） 320

415 法定福利費引当金繰入額 415

1 一般事務員費用弁償（旅費） 1

180 消耗品費 160

書籍購入費 20

707 印刷製本費 681

法規追録代 26

595 郵便代 475

ＮＴＴ電話代 120

6,130 地方公営企業アドバイザリー業務委

託 1,430

量水器検針業務委託料 4,700

787 公用車車検手数料 45

金融機関等取扱手数料 540

コンビニ収納手数料 182

出納取扱金融機関事務取扱手数料 17

残高証明発行手数料 3

2,994 水道料金システム使用料 901

企業会計システム使用料 1,967

口座振替データ伝送サービス使用料 93

口座照会サービス等使用料 33

300 ハンディーターミナル等修繕費 50

公用車修繕費 250

105 自動車損害共済保険料 56

自動車賠償責任保険料 49

116 日本水道協会等会費 116

934 貸倒引当金繰入額 934

通信運搬費

修繕費

保険料

負担金

賃借料

手数料

貸倒引当金繰入額

賞与引当金繰入額

退職手組合負担金

法定福利費

金 額
説 明

(手当)

委託料

法定福利費引当金繰入額

旅費

備消品費

印刷製本費

区 分
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( 1 水道事業費用) ( 1 営業費用)  (3 総係費)

4 減価償却費 286,436 304,108 △ 17,672

5 資産減耗費 101 101 0

6 その他営業費用 1 1 0

2 営業外費用 38,028 43,746 △ 5,718

 1 支払利息及び企業 35,927 39,585 △ 3,658

債取扱諸費

2 消費税 2,100 4,160 △ 2,060

3 雑支出 1 1 0

3 特別損失 150 150 0

1 過年度損益修正損 150 150 0

4 予備費 1,000 1,000 0

1 予備費 1,000 1,000 0

目

款

本 年 度 前 年 度 比 較項
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節   

14 自動車重量税 14

286,436 建物 6,246

構築物 215,867

機械及び装置 64,317

工具器具及び備品 6

100 固定資産除却費 100

1 たな卸資産減耗費 1

1 雑支出 1

100 一時借入金利息 100

35,827 簡易水道事業債利息 32,608

過疎対策事業債利息 2,404

辺地対策事業債利息 6

水道事業債利息 769

公営企業施設等整理債利息 40

2,100 消費税及び地方消費税 2,100

1 雑支出 1

150 過年度損益修正損 150

1,000 予備費 1,000

雑支出

過年度損益修正損

予備費

消費税

たな卸資産減耗費

雑支出

一時借入金利息

企業債利息

有形固定資産減価償却費

固定資産除却費

金 額
説 明

公課費

区 分
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収　入

 1 資本的収入 298,156 257,248 40,908

2 企業債 66,700 31,000 35,700

 1 企業債 66,700 31,000 35,700

3 出資金 214,757 223,248 △ 8,491

1 出資金 214,757 223,248 △ 8,491

4 他会計負担金 4,500 3,000 1,500

1 他会計負担金 4,500 3,000 1,500

6 補助金 12,199 ―　 12,199

1 国庫補助金 12,199 ―　 12,199

支　出

 1 資本的支出 442,834 408,396 34,438

 1 建設改良費 85,007 37,567 47,440

 1 水道施設整備事業 84,940 37,500 47,440

2 固定資産購入費 67 67 0

目

款

本 年 度 前 年 度 比 較項

資　　本　　的　　収　　

款

本 年 度 前 年 度 比 較項

目
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（単位 ： 千円）

節   

66,700 水道事業債 55,200

過疎対策事業債 11,500

214,757 一般会計出資金（企業債元金償還金

等） 214,757

4,500 一般会計負担金 4,500

12,199 国庫補助金 12,199

（単位 ： 千円）

節   

40 消耗品費 40

9,300 日進川添・三瀬谷連絡管路測量設計業

務委託 7,800

日進川添・三瀬谷連絡管路整備事業国

庫補助申請業務委託 1,500

工事請負費 75,600 日進川添・三瀬谷連絡管布設工事 42,000

県道高奈上三瀬線（下三瀬地内）配水

管布設工事 6,100

長ケ地内配水管布設替工事 22,000

国道４２号（栃原地内）配水管布設替

工事 5,500

67 量水器購入費 67

金 額
説 明

事務費

委託料

量水器購入費

区 分

水道事業債

一般会計出資金

一般会計負担金

国庫補助金

入　　及　　び　　支　　出

区 分 金 額
説 明
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2 企業債償還金 354,327 367,329 △ 13,002

1 企業債償還金 354,327 367,329 △ 13,002

3 基金積立金 2,500 2,500 0

 1 基金積立金 2,500 2,500 0

4 予備費 1,000 1,000 0

1 予備費 1,000 1,000 0

目

款

本 年 度 前 年 度 比 較項
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節   

354,327 簡易水道事業債元金 147,917

過疎対策事業債元金 204,141

辺地対策事業債元金 1,801

水道事業債元金 468

2,500 水道事業基金積立金 2,500

1,000 予備費 1,000

金 額
説 明

基金積立金

予備費

区 分

企業債償還金

- 38 -


